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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プリント回路基板におけるストリップ導体により平板状に形成された結合要素と、該結
合要素に近接して携帯無線装置を位置付ける前記プリント回路基板の第１側面に形成され
た保持装置とを有する前記携帯無線装置を試験するためのアンテナカプラであって、
　前記プリント回路基板の前記第１側面において、少なくとも１つのスリット構造が、前
記プリント回路基板に形成された接地金属に形成され、結合要素としての役割を果たす前
記スリット構造に給電するように、前記第１側面から隔たっている第２側面に形成された
少なくとも１つのストリップラインが、前記第１側面の前記スリット構造の間に存在する
接地金属と共にマイクロストリップラインを形成し、
　前記スリット構造は、少なくとも１つのスリットアーム部分により給電点の周囲の領域
においてアルキメデス螺旋を描くように螺旋形状に形成され、前記少なくとも１つのスリ
ットアーム部分は、前記給電点から離れた領域において対数螺旋を描く第２スリットアー
ム部分に次第に変わっている、アンテナカプラ。
【請求項２】
　前記給電点から離れた領域にある前記第２スリットアーム部分の端部は、前記スリット
構造に沿う方向に連続的に配置された複数の抵抗により終端されている、請求項１に記載
のアンテナカプラ。
【請求項３】
　前記スリットアーム部分は、前記給電点から離れるほど増加した幅を有する、請求項１
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又は２に記載のアンテナカプラ。
【請求項４】
　前記スリットアーム部分のスリット幅は一定である、請求項１乃至２の何れか一項に記
載のアンテナカプラ。
【請求項５】
　前記スリット構造は、スリット端部をミアンダ化することにより少なくとも一部が規定
されている、請求項１乃至４の何れか一項に記載のアンテナカプラ。
【請求項６】
　前記プリント回路基板の前記第１側面は誘電体材料で覆われており、前記保持装置は、
前記第１側面から隔たっている前記誘電体材料の側面に形成されている、請求項１乃至５
の何れか一項に記載のアンテナカプラ。
【請求項７】
　円錐台形状に形成されかつ前記プリント回路基板の前記第２側面に備えられた反射器を
有する、請求項１乃至６の何れか一項に記載のアンテナカプラ。
【請求項８】
　前記反射器は、当該アンテナカプラのハウジング部分により形成されている、請求項７
に記載のアンテナカプラ。
【請求項９】
　前記反射器と前記スリット構造との間に誘電体材料が充填されている、請求項７又は８
に記載のアンテナカプラ。
【請求項１０】
　前記プリント回路基板に対向する吸収材料が備えられている側において、平板状の反射
器が、前記プリント回路基板の第２側面に形成されている、請求項１乃至９の何れか一項
に記載のアンテナカプラ。
【請求項１１】
　前記吸収材料の最大厚さは、前記プリント回路基板から前記反射器までの距離の三分の
一以下である、請求項１０に記載のアンテナカプラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯無線装置を試験するアンテナカプラに関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯無線装置の試験のために、従来、携帯無線装置が試験装置に接続されることにより
、携帯無線装置に対する別個の接続が備えられていた。しかしながら、このことは、携帯
無線装置のハードウェアの一部のみが試験で用いられるという不利点を有している。従っ
て、信号の送信は、例えば、無線インタフェースを介しては実行されないが、ケーブル結
束接続を介して実行される。アンテナカプラは、この不利点を改善するように開発された
ものである。アンテナカプラは、試験の実行のためにアンテナカプラに接続された試験装
置と携帯無線装置との間で信号を伝送するように容量結合又は誘導結合を用いる。これに
関連する１つの課題は、異なる複数の携帯無線装置は異なる周波数領域で動作することで
ある。このことは、一般に、カプラ内で複数アンテナの配列を必要とし、それぞれのアン
テナに対する携帯無線装置の正確な位置付けが、選択的なアンテナの挙動のために実施さ
れる必要がある。この課題を解決するために、螺旋形状の構造的に平坦なアンテナの使用
について、独国特許第１０２００４０３３３８３Ａ１号明細書に開示されている。このア
ンテナは、改善された結合特性を有し、特に、広帯域手法で用いられる。螺旋形状アンテ
ナ構造は、例えば、プリント回路基板に形成されたストリップ導体により提供されること
が可能である。アンテナカプラのために提供されている螺旋アンテナを用いると、近傍界
で従来のアンテナを用いる場合、放射素子、即ち、螺旋アンテナと、携帯無線装置におけ
る金属製の放射アンテナ部分との間で強い相互作用が生じることが問題である。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】独国特許第１０２００４０３３３８３Ａ１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従って、本発明の目的は、アンテナカプラであって、広帯域手法で用いられることが可
能であり、そのアンテナカプラにより近傍界における金属物体の性能への影響ができるだ
け小さくなる、アンテナカプラを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　その目的は、請求項１の特徴を有する本発明に従ったアンテナカプラにより達成される
。
【０００６】
　携帯無線装置を試験するための本発明に従ったアンテナカプラは、プリント回路基板に
おけるストリップ導体により平坦な形状に形成された結合要素を提供する。プリント回路
基板の第１側面に、結合要素の直接的な近傍に携帯無線装置の位置付けのために保持装置
が備えられる。プリント回路基板の第１側面に、少なくとも１つのスリット構造が、接地
金属化体に導入される。接地金属化体から離れたプリント回路基板の第２側面に形成され
たストリップ導体は、結合要素としての機能を有するスリット構造に給電する役割を果た
す。このストリップ導体は、第１側面に形成された接地金属化体の残りの部分とマイクロ
ストリップラインを形成する。
【０００７】
　プリント回路基板に備えられていて、広帯域手法で機能するアンテナ構造の使用であっ
て、平坦な形状に形成される結合要素がスリット構造として備えられる、アンテナ構造の
使用は、従来の携帯無線周波数をカバーするように、１つのアンテナのみが設定される必
要があることを意味する。そのような広帯域アプリケーションを可能にする従来のアンテ
ナを用いる場合、例えば、携帯無線装置における金属物体のために存在する影響は、スリ
ット構造を使用することにより、それに関連して、抑制される。特に、そのようなスリッ
ト構造を使用することは、近距離場領域における相互作用に照らしてアンテナを考慮する
従来の近似は適用できないために、有利である。
【０００８】
　本発明に従ったアンテナカプラの有利な更なる進展については、独立請求項に記載され
ている。
【０００９】
　螺旋形状のスリット構造の形成は、特に好ましい。この種類の螺旋形状スリット構造を
用いる場合、優れた結合の結果が、アンテナカプラが提供される一般にかなり限定された
幾何学的寸法において得られる。スリット状の且つ螺旋状に巻回された結合構造により、
優れた結合係数が、上記のように、全体的なアンテナカプラの性能が金属物体との相互作
用により損なわれることなく、達成される。
【００１０】
　少なくともシングルアームで螺旋スリットアンテナの螺旋の中心を構成する給電点から
開始する場合、給電点から更に除去された領域における対数螺旋に合流するアルキメデス
螺旋が形成されることが特に適切であることが判明した。そのような配列は、広帯域手法
で動作する携帯無線装置についての結合装置の形成について特に適切であることが判明し
た。
【００１１】
　螺旋形状構造を有する全てのスリットアームの給電点から遠い端部は、連続的に配列さ
れた複数の抵抗により好適に終端処理される。それらの抵抗は、スリット構造のスリット
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を横断して亘るように、好適にはＳＭＤ技術を用いて配列される。従って、それぞれのス
リット構造のインピーダンスが補正された終端部が得られ、必要な空間についての要求は
かなり低い。
【００１２】
　螺旋形状の実施形態に対する代替の実施形態としては、所謂対数周期型スリットアンテ
ナは、結合要素としても備えられることが可能である。これに関連して、給電点からの距
離が増加するにつれて長さが増加する、平行に配列された複数の直線状のスリット要素が
、形成された接地金属化体を遮ることにより、プリント回路基板の第１側面に形成される
。個別のスリット要素は、一端部において互いに対して接続され、このようにして形成さ
れる共通のスリット成分は、スリット要素の長手方向に対して垂直である。そのような配
列は、結合構造の特性を改善するために用いられる反射器が特定の単純な形状にあるよう
に形成されることが可能である。
【００１３】
　螺旋スリット構造の場合のスリットアームのスリット幅、又は対数周期型スリット構造
の場合の共通のスリット部分の及びスリット要素のスリット幅は、好適な一実施形態に従
って、給電点からの距離が増加するにつれて、増加する。他の実施形態に従って、アンテ
ナ構造が結合要素として用いられる、全体的な周波数領域に亘る均一なスリット幅を与え
ることは、螺旋形状スリット構造により特に有利である。
【００１４】
　結合特性は、スリット構造がミアンダ状に形成される場合、更に改善されることが可能
である。これに関連してそのミアンダ状の幾何学的構成は、例えば、矩形構造、三角形構
造又は正弦波経路を与えることが可能である。全体的な幾何学的構成は楕円形状である又
は対数周期型である一方、個別のスリットアーム又はスリット要素は、この基本的な形状
をミアンダ状に辿る。
【００１５】
　反射器は、好適には、プリント回路基板の第２側面に形成される。螺旋スリット構造に
より、後者は円錐台状に形成され、それとは対照的に、対数周期型結合要素の幾何学的構
成により、それは角柱として形成される。これに関連して、アンテナカプラのハウジング
部分として反射器を形成することは特に好適である。ハウジングはその場合、好適には、
ボックス形状の密閉ハウジングとして形成され、カバー要素は折り畳み状にデザインされ
ている。下部は、アンテナカプラのプリント回路基板を収容する役割を果たし、下部のベ
ースは、その場合、特に反射器として形成される。反射器と結合要素としてのスリット構
造との間の中間の空間は、特に良好な測定値を得るように誘電体材料で満たされることが
可能である。特定の優先性により、この誘電体材料は、形成される構造と共にプリント回
路基板を固定する役割を果たすように形成される。
【００１６】
　平板状反射器を有するアンテナカプラの形成は特に好適である。この平板状反射器は、
その場合、プリント回路基板の第２側面に備えられている。吸収材料は、プリント回路基
板に対向する反射器の側に備えられている。平板型構成の点で、アンテナカプラの全体的
な構造的空間が減少されることが可能である。携帯無線技術の分野におけるアプリケーシ
ョンについて、プリント回路基板と反射器との間の空間的距離は１６ｍｍで与えられる。
【００１７】
　最大の厚さが反射器とプリント回路基板との間の空間的距離の三分の一である、反射器
における吸収材料を備えることは特に有利である。特に好適には、反射器とプリント回路
基板との間の空間的距離は１６ｍｍであり、吸収材料の厚さは５ｍｍで与えられる。吸収
材料は、ここでは、特に、カーボンが満たされた吸収材料フォーム（ｆｏａｍ）である。
この構成は、反射減衰の結果として低リップルが生じるという有利点を有する。
【００１８】
　図は本発明に従ったアンテナカプラの実施例を示し、それらの図については、以下の詳
述で十分に詳細に説明されている。
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【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に従ったアンテナカプラの開放されたハウジングの斜視図である。
【図２ａ】螺旋形状スリット幾何学的構成及び反射器を有するアンテナカプラを示す図で
ある。
【図２ｂ】螺旋スリット構造のための円錐台形状反射器を示す図である。
【図３ａ】対応して形成された反射器を有する結合要素としての対数周期型構造を示す図
である。
【図３ｂ】対数周期型構造スリット構造のための反射器の三次元ビューを示す図である。
【図４】スリット構造としての２つのアームを有するアルキメデス螺旋を示す図である。
【図５】２つのアームを有するアルキメデス螺旋の他の実施例を示す図である。
【図６】広いスリットアームを有する２つのアームを有するアルキメデス螺旋を示す図で
ある。
【図７】内側領域におけるアルキメデス螺旋と、一定のスリットアーム幅を有する外側領
域における対数型の２つのアームを有する螺旋とを示す図である。
【図８】蛇行状スリットスリット幾何学的構成の説明としての実施例を示す図である。
【図９】図１のハウジング内に備えられたアンテナカプラを介する部分断面を示す図であ
る。
【図１０】図１のハウジング内に備えられた平板状反射器を有するアンテナカプラを介す
る部分断面を示す図である。２つのアームを有するアルキメデス螺旋の他の実施例を示す
図である。
【図１１】励起中心の例示として図７の対数型の２アームを有する螺旋の中心についての
詳細を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　図１は、アンテナカプラのハウジング１を示す図である。ハウジング１は、下部２ａ及
びカバー部２ｂを備えている。下部２ａ及びカバー部２ｂは、連接様式で互いに接続され
ている。下部２ａは一方側が開状態にあり、第１ボリューム４を囲んでいる。複数の結合
構造が形成された少なくともプリント回路基板が、平板型基板のみが図１において挿入さ
れているこの第１ボリュームに挿入される。
【００２１】
　第２ボリュームが、カバー部２ｂ内に同様に形成される。この第２ボリューム５は、ハ
ウジング１の例示としての実施形態においては空である。しかしながら、第２ボリューム
５は吸収材料で満たされていることが、同様に考えられる。例えば、ピラミッド形構造が
吸収材料において形成されることが可能であり、全体的な吸収要素がカバー部２ｂに取り
付けられている。更に、閉機構３がカバー部２ｂに形成されている。例示としての実施形
態においては、これは回転可能であり、下部２ａにおける係止突起において係合する。カ
バー部２ｂが閉状態にあるとき、ハウジング１は、高周波シールされた密閉型ユニットを
構成し、それ故、そのハウジング内に備えられた携帯無線装置の試験は、外部の干渉源に
より妨害されることはない。
【００２２】
　図２ａは、本発明に従ったアンテナカプラの第１の例示としての実施形態を示している
。アンテナカプラ１０はプリント回路基板８を有する。接地金属化体７は、カバー部２ｂ
の方にハウジング１内への取り付け中に方向付けられるプリント回路基板８の第１側面に
取り付けられる。スリット構造が接地金属化体７に導入される。例示としての実施形態に
おいては、スリット構造は、螺旋形状に形成され、第１スリットアーム１１及び第２スリ
ットアーム１１′を備えている。２つのスリットアーム１１、１１′は、給電点９で互い
に合流する。給電点からの距離が増加するにつれて、第１スリットアーム１１及び第２ス
リットアーム１１′の幅は増加する。給電点９から距離を置いたスリットアーム１１、１
１′の端部は、接地金属化体７内に尚も完全に備えられている。測定の実施のために適切
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であるスリット１１、１１′の終端を得るように、各々のスリットアーム１１、１１′は
端部領域１２、１２′においてそれぞれテーパが付けられている。
【００２３】
　接地金属化体７におけるスリット構造の形成は、例えば、エッチングにより従来の方法
で実施されることが可能である。反射器６、即ち、金属要素により、複数の電磁場が、試
験される携帯無線装置に対向しているプリント回路基板８の第１側面において確実に重畳
される。
【００２４】
　周波数に依存して、所謂スリット構造の活性領域が、結合要素の各々の場合に得られる
。活性ゾーンは実質的に円環であり、その円環の中心点は給電点９と一致している。周波
数を増加するにつれて、その円環の平均直径は減少される。プリント回路基板８の第２側
面からの反射器６の空間的距離は波長に依存するため、反射器６の円錐台形状幾何学的構
成が、上限閾値周波数を考慮して得られる。この種類の円錐台形状幾何学的構成について
、三次元ビューで図２ｂに示されている。反射器６は円形セグメント３及び円錐表面領域
１４を有する。これに関連して、給電点９から円形セグメント１３までの距離は上限閾値
周波数により決定される。
【００２５】
　スリット構造はまた、導電性を提供するために、従って、電磁波がスリットを通って案
内されるために、近接場及び散乱場において結合機構が存在する。従って、その構造につ
いての技術的な下限閾値周波数以下でも、結合が生じ得る。
【００２６】
　アンテナカプラ２０と、アンテナ利得の改善のための関連反射器と共に結合要素として
のスリット構造の形成とについての更なる実施例が、図３ａ及び３ｂに示されている。図
３ａは、所謂、対数周期型構造を示している。これに関連して、複数のスリット要素２１
．１，．．．，２１．１４が各々の場合に互いに対して平行に備えられている。２つの隣
接するスリット要素２１．ｉの中心間の空間的距離ｄｉは、従って、給電点１９からの距
離が増加するにつれて増加する。同時に、スリット幅ｂｉも拡大される。空間的距離ｄｉ

及びスリット幅ｂｉは、給電点１９からの距離の対数に関連して拡大される。このスリッ
ト要素２１．ｉは、共通のスリット部分２３を介して互いに接続される。スリット要素２
１．ｉは、反対方向における各々の場合に、この共通のスリット部分２３から交番する様
式で拡大する。共通のスリット部分２３、及び個別のスリット要素２１．ｉの拡大方向は
互いに対して垂直に備えられ、共通のスリット部分２３は給電点１９を通る。スリット要
素２１．ｉの代替の構成は、全体として、給電点１９に対する点対称幾何学的構成が得ら
れるように選択される。視認性の改善を可能にするように、参照番号は、スリット要素２
１．ｉの一部のみについて示されている。
【００２７】
　各々の場合、共通のスリット部分２３と対向していないスリット要素２１．ｉの端部は
、共通のスリット部分２３の一方側に拡大するスリット要素２１．ｉの端部が、給電点１
９を通る共通の直線上に備えられるように、形成される。これは、共通のスリット部分２
３の他方側に拡大するスリット要素２１．ｉについて同じ様式で適用される。結果として
得られる全体的なスリット構造の外側限界は、従って、ダブルコーンを通る断面と略等し
い。活性ゾーンは、長さが約λ／４である又はいくらか短いスリット要素２１．ｉによる
各々の場合に生成される。
【００２８】
　結果的に得られる対称性のために、反射器６′は、ここでは、もはや円錐台形状として
ではなく、直線的な角柱として、ベース面として両側の辺が等しく形成されている。この
ように、プリント回路基板８の第２側面から所定距離において、上限閾値周波数に依存し
て備えられる反射器セグメント２５が再度得られ、その第２側面に対数周期型スリット構
造が形成される。後者の両側面において、第１反射器面２４又は第２反射器面２４′が形
成され、プリント回路基板８の第２側面からそれまでの距離は、反射器セグメント２５か



(7) JP 5357178 B2 2013.12.4

10

20

30

40

50

らの空間的距離の増加に伴って増加する。
【００２９】
　反射器６又は６′がハウジング１の下部２ａのベースにより形成されるかどうかが、特
に選択可能である。付加的な構造上の構成要素が、結果的に節約されることが可能である
。
【００３０】
　図４は、螺旋形状スリット構造の更なる実施例を示している。このようにして形成され
るアンテナカプラ３０は再度、第１スリットアーム３１及び第２スリットアーム３１′で
ある２つのアームを有する螺旋スリット構造が備えられている。２つのスリットアーム３
１及び３１′の各々は、接線方向に延びているスリット端部３２又は３２′を備えている
。全体としての構造は、アンテナカプラ３０の給電点２９に対して対称的である。連続的
に配列された一連の複数の抵抗３３及び３３′が各々の端部領域３２、３２′に備えられ
ている。それらの抵抗は、各々のスリットアーム３１、３１′の両側に残っている接地金
属化体部分に接続されている。例えば、１００Ωのサージインピーダンスを有するスリッ
トアームの終端は、ＳＭＤ技術を用いて好適に取り付けられた抵抗３３及び３３′の選択
により広範囲に亘って変えられることが可能である。図４に示しているアルキメデス螺旋
として形成されている密に形成された螺旋により、得られた構造は、携帯無線装置の位置
決めにおける位置不確定性に対して特に影響され難い。これとは対照的に、図５に示して
いるアルキメデス螺旋は粗に形成されている。ここではまた、その螺旋は、第１スリット
アーム４１及び第２スリットアーム４１′である２つのアームを伴ってデザインされてい
る。それぞれの端部領域４２、４２′はまた、ＳＭＤ抵抗４３、４３′の列を介して終端
が形成されている。抵抗の使用に加えて、均一な幅のスリットアーム４１、４１′のスリ
ット幅は、給電点３９から距離を置いた端部の方向にテーパが付けられることが可能であ
る。
【００３１】
　図６は、対数的に巻かれた螺旋を示している。その螺旋形状スリット構造は再度、アン
テナカプラ５０を構成する第１スリットアーム５１及び第２スリットアーム５１′を備え
ている。給電点４９から開始して、対数的螺旋の幾何学的構成が、第１スリットアーム５
１及び第２スリットアーム５１′の端部５２、５２′の領域まで存在している。従って、
上記の図４及び５による実施例とは対照的に、スリット端部５２、５２′は、給電点４９
の方へのスリットアーム５１、５１′の幾何学的構成と異なっていない。端部領域５２、
５２′は、その場合、上記のように、テーパが付けられている。再度、連続的な複数の抵
抗５３又は５３′が、スリットアーム５１、５１′の終端についてのテーパが付けられた
領域に備えられている。スリットアームのサージインピーダンスは、他の実施例と同様に
、好適には１００Ωである。
【００３２】
　スリット構造の更なる例示としての実施形態が図７に示されている。再度その図に示さ
れているアンテナカプラ６０は２つのアームを有する螺旋を備えている。アルキメデス螺
旋が、アンテナカプラ６０の給電点５９から開始して、最初に形成されている。給電点５
９からの距離が増加するにつれて、アルキメデス螺旋は対数的螺旋になる。各々の第１領
域６１ａ、６１ａ′の最初の等間隔のスリットアーム部分とは異なり、第２スリットアー
ム６１′の第１スリットアーム６１及び第２スリットアーム６１′の第２領域６１ｂ及び
６１′ｂにおける第２スリットアーム部分において螺旋が形成されている。
【００３３】
　図６の対数的螺旋と同様に、スリットアーム６１、６１′のそれぞれの端部領域６２、
６２′において連続的に配列された複数の抵抗の形で終端が備えられている。給電点４９
からの距離が増加するにつれて、スリットアーム５１、５１′の幅が増加する図６の螺旋
とは対照的に、図７の例示としての実施形態における第１スリットアーム６１及び第２ス
リットアーム６１′のスリット幅は一定である。
【００３４】



(8) JP 5357178 B2 2013.12.4

10

20

30

40

50

　上記の実施例の各々はスリット要素又はスリットアームを示し、そのスリット要素又は
スリットアームにおいては、スリットを構成する接地金属化体の端部の形成は実質的に直
線的である、又は螺旋の経路に対応して曲線的に延びている。それとは対照的に、図８に
おいては、ミアンダ構造が示されている。螺旋スリット構造の場合のスリット要素２１．
ｉか又はスリットアームのどちらかの方向に対応するスリットの実質的な広がりが、図８
に一点鎖線で示されている。しかしながら、スリットの端部は、ここでは、スリットアー
ム又はスリット要素の実質的な方向に対して平行に延びていない。それとは対照的に、規
則的なミアンダ構造７０が形成されている。このような種類のスリットのミアンダ構造７
０により、下限閾値周波数は再度、減少されることが可能である。特に、結合構造の、従
って、アンテナカプラの全体的な寸法は低減されることが可能である。図８においては、
矩形状ミアンダが示されている。
【００３５】
　しかしながら、三角形形状又は連続的形状も、同様に用いられることが可能である。例
えば、正弦波形状が想定される。
【００３６】
　ミアンダ構造７０は、スリットアームの終わりの延びにおいて特に備えられている。従
って、図４及び５の場合のように、それぞれのスリットアーム４１、４１′又は３１、３
１′は接線状に延び終わることが可能である。従って、直線状に延びている部分は、螺旋
形状部分とスリット端部３２、３２′又は４２、４２′との間で特に現れ、抵抗３３、３
３′又は４３、４３′が、スリットアーム３１、３１′又は４１、４１′の終端について
配列されている。直線状に延びているこの部分は、好適には、ミアンダ構造７０の形成の
ために用いられている。このように接線状に延びている部分はまた、図６及び７の実施例
の場合にも備えられることが可能である。この場合にも、ミアンダ構造７０が、スリット
アームについて直線状に形成される。
【００３７】
　最終的に、図９は、図１に従ったハウジングに挿入されたときの、上記の幾何学的構成
を有するアンテナカプラの断面を示している。反射器６がハウジングの下部２ａの一部に
より形成されていることは明らかである。プリント回路基板８は、後者からある空間的距
離に備えられている。接地金属化体７は、プリント回路基板上に備えられている。示され
ている例示としての実施形態においては、接地金属化体７はカバー要素１７によりカバー
されている。このカバー要素は誘電体材料から成り、試験される携帯無線装置を保持して
位置付けるために用いられる。この目的のために、各々の場合に試験される携帯無線装置
の幾何学的構成に適合されることが可能である凹部１８が備えられている。勿論、別個の
ホルダ又は単なる位置決め補助部も備えられることが可能である。更に、ストリップ導体
１５が、反射器６に対向しているプリント回路基板８の第２側面上に形成されることは明
らかである。スリット１１、１１′間に存在する接地金属化体７と共に、これはマイクロ
ストリップラインを構成する。ストリップ導体１５は、結合構造に給電するために用いら
れ、従って、中央に備えられた給電点９に繋がっている。対応するストリップラインは、
勿論、図３ａの対数周期型構造の場合にも存在する。
【００３８】
　更に、図９は、反射器６とプリント回路基板８との間に存在する中間の空間が誘電体材
料１６で満たされている好適な実施形態を示している。特に、誘電体充填層１６及びプリ
ント回路基板８は、それらがハウジング１の下部２ａへの１つの装置として挿入されるよ
うに、互いに接続されることが可能である。
【００３９】
　図１０は、アンテナカプラの断面の更なる実施例を示している。これに関連して、平板
上反射器６′′が、プリント回路基板８から空間的距離ｄに形成されている。平板型反射
器６′′は再度、ハウジングベースにより実現されることが可能である。吸収材料７５が
、プリント回路基板８に対向している平板型反射器６′′の表面に備えられている。吸収
材料７５は、例えば、カーボン充填吸収フォームである。吸収材料７５の厚さは、好適に
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においては、特に、カーボン充填吸収フォームとしての吸収材料を用いて、空間的距離ｄ
は１６ｍｍであり、吸収材料の厚さｔは５ｍｍである。
【００４０】
　図７のアンテナカプラの中心が再度、図１１において拡大されて示されている。これに
関連して、プリント回路基板の他の側面に備えられたストリップ導体１５が、２つのスリ
ットアーム６１ａ、６１′ａ間に破線で示されている。給電点５９の領域において、後者
は、プリント回路基板の第１側面上に形成されたスリット構造と交差する。それは、その
端部において、スリット構造間に形成された接地金属化体７にスルーコンタクト７６を介
して接続されている。
【００４１】
　平板型反射器６′′とプリント回路基板８との間の小さい空間的距離は、アンテナカプ
ラのより小さい全体としての構造のボリュームに繋がるばかりでなく、更に製造における
他の有利点を提供するものである。アンテナカプラのハウジングについての材料除去コス
トは、その結果、かなり低減される。
【００４２】
　本発明は、上記の例示としての実施形態に限定されるものではない。特に、異なる例示
としての実施形態における個別の特徴はまた、有利に互いと組み合わされることが可能で
ある。従って、特に、円錐台状反射器６は、螺旋形状のスリット構造の全てと組み合わさ
れることが可能である。更に、１つのアームを有する又は複数のアームを有する複数の螺
旋が、上記の例示としての２つのアームを有する螺旋に代わって用いられることが可能で
ある。
【００４３】
　更に、スリット要素又はスリットアームの終端を改善するように、スリットのそれぞれ
の端部に矢筈模様の構造が備えられることが可能である。アンテナカプラは、一波長まで
の空間的距離を有する近傍界において結合するように特に備えられるものである。
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